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としている。EU においても、第⼀次法である EU 機能条約第 16 条および EU 基
本権憲章第 8 条において基本権の⼀つである個⼈データの保護が定められてい




 GDPR 第 23 条において、EU 法または加盟国法は、基本権および⾃由の本質
を尊重し、かつ、必要性と⽐例性を満たしている場合、税制上の問題のためにそ
の権利を制限することができる旨定められている。同様に、DAC 6 の前⽂には、







象となる情報の範囲が異なる可能性があり、GDPR 第 23 条および DAC 6 第 25
条により留保される範囲も異なると考えられるのではあるまいか。加盟国によ


















分野における共助が必要であると述べている。DAC 第 8 条は、⾦融情報以外の
情報（給与収⼊、役員報酬、年⾦、保険並びに不動産の所有及びそこから⽣じる
所得にかかる情報）の義務的な⾃動情報交換について定めている。DAC 第 3 条
の定義によれば、⾃動交換とは、「事前に設定された定期的な間隔で、事前に要
請することなく、事前に定義された情報を他の加盟国に送達することである。
DAC 第 25 条１７には、データ保護に関する規定が置かれている。「当該指令に基
づくすべての情報交換は、データ保護指令を遵守するものとする。ただし、加盟
国は、当該指令を正しく適⽤するために、データ保護指令第 10 条、11 条(1)、12






事項を含む EU および加盟国の重要な経済的または財政的利益である。 
 最初の部分改正は、2014 年の理事会指令１８（以下「DAC 2」という。）による。
当該改正は、国境を越えた脱税や租税回避の増加を受けて、⽶国による外国⼝座
税務コンプライアンス法（the Foreign Account Tax Compliance Act: FATCA）を実
施するための⼆国間⾃動情報交換協定の締結推進および OECD が⾦融⼝座情報
の⾃動情報交換に関するグローバル・スタンダードして発表した共通報告基準
（Common Reporting Standards; 以下「CRS」という。）に対応するためになされ









リング及び移転価格税制に関する事前確認（Advance Pricing Arrangement: APA）
について⾃動的情報交換を⾏う規定が追加された。 
 2016 年の理事会指令２０により、多国籍企業の国別報告書が義務的⾃動的情報
交換の対象とされた。これは BEPS ⾏動計画 13 を反映している。 
 2016 年の 2 番⽬の理事会指令２１により、マネーロンダリング対策に関する改
正がなされた。 





















（２）データ保護指令第 29 条作業部会の懸念 
 データ保護指令第 29 条により作業部会（以下「WP 29」という。）が設置され
た。WP29 は、アドバイザリーであり、独⽴して活動しなければならない。WP29

























するため、2012 年に GDPR 案が公表された。 
 データ主体に対する通知に関しては、データ保護指令第 10 条および 11 条、
GDPR 第 13 条および 14 条に規定されている（データ保護指令第 11 条および
GDPR 第 14 条について記載を省略する）。 
 
































4. 1 項から 3 項は、データ主体がすでに情報を受領している場合、またはそ
の限りにおいて、適⽤しないものとする。 
 





交換される場合、同 13 条 1 項(c)に適合させるために通知されることになるが、
その場合の⽬的は何であるかとする疑問も⽣じる３０。 
 他⽅、データ保護の権利および義務の制限に関しては、データ保護指令第 13
条および GDPR 第 23 条に規定されている。 
 
データ保護指令第 13 条 1 項(e)３１ 適⽤除外および制限 
加盟国は、次の事項を保護するために必要な場合は、6 条 1 項、10 条、11 条








GDPR 第 23 条 1 項(e)３２ 制限 
管理者または処理者に適⽤される EU 法または加盟国法は、当該制限が基本
権および⾃由の本質を尊重し、かつ、⺠主社会における必要性と⽐例性を満
たしているとき、規定が 12 条から 22 条における権利と義務に相当する限り






















































ータ保護指令第 10 条にしたがって⾏われたとはいえないとした。 
















EU 司法裁判所はデータ保護指令第 11 条および第 13 条の解釈において重要な判
断を⽰したと⾔えよう。 
第⼀に、異なる EU 加盟国の権限ある当局間での租税に関する情報の⾃動的交





の懸念事項の⼀つに関係する。この⽐例性原則については、WP29 も 2015 年の





















GDPR 第 23 条および DAC 第 25 条 1 項に規定されるデータ保護の権利または義
務の制限の範囲の問題がある。 















最後に、GDPR 第 22 条について触れておく。同条 1 項は、「データ主体は、⾃
らに関する法的効果を⽣じさせるまたは同様に重⼤な影響をもたらすプロファ
イリングを含む⾃動処理に基づく決定をされない権利を有する」と定めている。
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